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2026 年 8 月 18 日 

内閣官房長官 

木原 稔 様 

公明党千葉豪雨災害対策本部 

本 部 長 平木 大作 

事務局長 竹内 真二 

令和 8 年 8 月千葉豪雨に関する緊急申し入れ 

令和 8 年 8 月 13 日から 14 日にかけて、千葉県では線状降水帯が発生し、記録的短時間大雨が相

次いだ。千葉市では 24 時間降水量 351.0 ミリ、1 時間最大降水量 115.0 ミリを観測するなど、発達

した雨雲が同じ地域に停滞し、極めて短時間に河川氾濫、内水氾濫、道路冠水、土砂災害が同時多

発した。 

千葉県の第 11 報（8 月 17 日 17 時発表）では、死者 10 人、行方不明者 2 人、重傷者 2 人、軽傷

者 32 人、住家被害は全壊 2棟、半壊 12棟、一部破損 43棟、床上浸水 1,000 棟、床下浸水 1,007棟

とされ、なお暫定値である。医療機関 24 件、社会福祉施設 133 件の浸水、農作物約 580.4 ヘクタ

ールの冠水、農地・農業用施設 123 か所の被害が確認された。また、県内道路では約 2,700 台の水

没・放置車両が発生したと報じられ、このうち千葉市内で約 2,500 台が確認されたほか、県管理道

路では緊急車両の通行に支障となる 227 台の移動措置が行われるなど、生活、医療・福祉、交通、

農業に被害が広がった。 

さらに、鉄道、路線バス、高速バス等の運休や道路冠水が重なり、蘇我駅周辺では約 4,000 人、

成田国際空港では最大 6,680 人が滞留した。蘇我駅では、千葉県だけの輸送力では対応が困難とな

り、自衛隊の大型バス・マイクロバス計 6 両により約 370 人を一時滞在施設へ輸送する事態となっ

た。今回の豪雨は、首都圏の鉄道結節点や国際空港において、大規模な帰宅困難者が短時間に発生

する現実も示した。 

今回の豪雨が突き付けたのは、単に既存施設を元に戻すだけでは、次の豪雨に備えたことにはな

らないという現実である。国土交通省は、2℃上昇のシナリオでも 2040 年頃には降雨量約 1.1 倍、

洪水流量約 1.2 倍、洪水発生頻度約 2 倍となり、現行の治水安全度が目減りするとしている。した

がって、備えの前提を過去の降雨実績や現行の計画規模に固定せず、線状降水帯や記録的短時間大

雨が現実に反復し得る気象条件を設計・運用・避難の共通前提に置き直す必要がある。 

千葉県からも、災害救助法による支援に加え、県及び市町村単独では対処できない事案への国の

財政支援、近隣都県からレッカー車の支援を即座に受けられる体制の構築、江戸川水域の千葉県側

における貯留施設等の国事業による浸水対策が求められている。 

政府においては、こうした千葉県の要望と現場の声を真摯に受け止め、人命救助と生活再建、地

域機能の早期回復に万全を期すとともに、今回の災害を気候変動適応型の防災・減災へ転換する契

機とし、国、県、市町村、事業者が一体となって、次の事項を迅速かつ着実に実施するよう強く要

望する。 
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記 

1 政府一体の支援体制と十分な財政措置 

今回の災害で、社会インフラをはじめ、住居、農林水産業、商工業等の広範な分野に甚大な被害

が生じており、今後の調査に伴い、被害がさらに明らかになることが見込まれる。 

災害救助法、被災者生活再建支援制度、災害復旧事業等を最大限活用するとともに、県及び市町

村単独では対処できない事案について、国が必要な人的・技術的支援と十分な財政支援を講じるこ

と。 

また、被災自治体が財政上の懸念から救援、復旧又は独自の被災者支援をためらうことがないよ

う、国が被害額の迅速な把握を支援し、指定基準を満たす場合には、激甚災害に速やかに指定する

こと。 

2 制度の狭間を生まない被災者生活再建支援 

住家被害認定調査及び罹災証明書の交付を迅速化するため、全国から応援職員並びに建築・設備

等の専門人材を派遣すること。 

床上浸水等により、床、壁、断熱材、給湯設備、エアコン、家電、家具等を広範に失った世帯に

ついては、外観や浸水深だけでなく、実際に除去又は交換を要する範囲を的確に反映した住家被害

認定を徹底すること。 

また、既存制度の対象とならない世帯についても、生活必需品の再取得、住宅の乾燥・修繕、仮

住まいの確保等、その生活実態に応じて必要な支援措置を講じることを検討すること。 

3 高齢者・障がい者等を取り残さない戸別支援と猛暑対策 

高齢者、障がい者、一人暮らし世帯、乳幼児のいる世帯、外国人等について、福祉部門と災害部

門が連携し、戸別訪問、見守り、福祉避難及び在宅避難支援を行えるよう、保健師、福祉専門職、

通訳等を広域的に派遣すること。 

また、停電又は浸水の影響を受けた医療機関及び社会福祉施設に対し、電源車、発電機、スポッ

トクーラー、給水設備等を優先的に供給し、猛暑下における災害関連死の防止に万全を期すこと。 

4 被災住宅の片付け、衛生対策及び災害廃棄物処理 

災害ボランティアセンター、NPO、社会福祉協議会等への人的・財政的支援を強化し、被災住

宅における泥出し、家財の搬出及び清掃を支援すること。 

また、床上・床下を問わず、泥の除去、十分な乾燥、清掃及び必要に応じた消毒について、国が

科学的根拠に基づく統一的な指針を示すこと。 

被災者の身近な場所から災害廃棄物及び泥土を迅速に搬出できるよう、仮置場の確保、収集運搬

車両及び人員の確保、広域処理、害虫・悪臭対策等に必要な財政的・技術的支援を行うこと。 
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5 約 2,700 台に及ぶ水没・放置車両の撤去と移動手段の再建 

県内道路で約 2,700 台の水没・放置車両が発生したとされ、県内のレッカー車だけでは対応が追

い付かない状況にあることを踏まえ、国が関係団体、道路管理者及び近隣都県との調整を直ちに主

導すること。 

大規模水害の発生時に、被災自治体からの要請に応じ、近隣都県のレッカー車、積載車及び必要

な人員の支援を即座に受けられる広域応援・派遣体制を構築すること。その際、車両・人員の事前

登録、要請・配車の一元化、燃料費、高速道路料金及び派遣費用の負担、仮置き・保管場所の確保

までを、あらかじめ制度化すること。 

また、県道、市町村道、私道、駐車場等で管理主体が異なる場合にも、所有者の確認、車両の移

動・保管・廃車等の手続を円滑に行えるようにするとともに、撤去・保管費用の負担軽減を図るこ

と。 

自動車が通勤、通院、買い物、子どもの送迎等に不可欠な地域の実情を踏まえ、水没車両の修理

又は再取得等に対する支援制度を検討するとともに、自治体が独自の支援を実施する場合には、国

が必要な財政支援を行うこと。 

併せて、悪質な買い取り・処分事業者による被害を防止するため、相談体制及び注意喚起を強化

すること。 

6 道路、河川、下水道、鉄道等の応急復旧と二次災害防止 

被災した道路、橋梁、河川、砂防施設、下水道、排水機場、水道、鉄道等について、TEC-

FORCE、排水ポンプ車、照明車、専門技術者等を機動的に投入し、応急復旧を加速すること。 

河川・道路の法面崩落箇所、土砂災害警戒区域、JR 外房線沿線の斜面等を緊急に点検し、監視、

応急補強、迂回輸送等により、二次災害及び地域の孤立を防止すること。 

また、復旧に当たっては、単なる原形復旧にとどめず、再度災害の防止に資する改良復旧を積極

的に採用すること。 

7 農林水産業の事業継続 

農作物、家畜、農業機械、ビニールハウス、農地・農道・水路・機場、林業施設、漁業施設、店

舗、工場等の被害把握を急ぎ、MAFF-SAT 等による専門的な支援を継続すること。 

農業共済・収入保険、災害復旧、融資、信用保証、雇用維持等の各種制度を機動的に運用し、飼

料・種苗・資材の確保、機械・設備の再取得、営農、操業及び営業の再開を支援すること。 

8 今回の豪雨の国主導による総合検証と『備えの前提』の更新 

気象庁、国土交通省、農林水産省、千葉県、関係市町村及び研究機関等が連携し、雨雲の停滞、

河川水位、内水氾濫、下水道、農業排水、ポンプ運転、道路冠水、停電、避難情報、人的被害の発

生過程について、時系列かつ流域単位で一体的に検証すること。 

千葉市で観測した 24 時間降水量 351.0 ミリ、1 時間最大降水量 115.0 ミリをはじめ、今回の実績

雨量を用いて、現行の河川整備計画、下水道の計画降雨、排水施設、道路・鉄道の排水設備及び法
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面、重要施設の浸水対策がどこまで機能するかを照査し、気候変動による降雨量の増加を織り込ん

だ整備・更新基準へ見直すこと。 

また、市町村が夜間や短時間のうちに的確な避難判断を行えるよう、気象台・河川管理者による

伴走支援及びタイムラインに基づく実動訓練を強化すること。 

9 外水・内水を一体化した流域治水と都市浸水対策の加速 

江戸川水域の千葉県側、印旛沼流域、外房地域その他の被災流域について、流域治水プロジェク

ト 2.0 を今回の被害実態に即して更新すること。 

河道掘削、堤防強化、調節池・遊水地、雨水幹線、ポンプ場、貯留・浸透施設、田んぼダム、学

校・公園・民間施設における雨水貯留、土地利用対策等を組み合わせ、具体的な整備工程と数値目

標を示すこと。 

また、河川と下水道の水位・流量に関する情報を共有し、排水先河川の水位上昇を踏まえたポン

プ運転、遠隔監視、非常用電源の確保及び施設の耐水化を強化すること。浸水リスクの高い重点地

区については、個別補助制度を柔軟に適用し、国費を重点的に配分すること。 

10 江戸川水域の千葉県側における国事業による抜本的な浸水対策 

今回、松戸市、船橋市、市川市等の江戸川水域の千葉県側において、人口及び都市機能が集積す

る地域で大規模な浸水が発生した。 

同地域は、首都圏の暮らし、物流及び経済活動を支える重要地域であり、その機能の維持は国家

的な課題である。このため、国が主体となり、浸水の発生原因、河川・下水道・排水施設の能力、

土地利用及び流域からの雨水流出の状況を総合的に検証すること。 

その上で、大規模な地下貯留槽・調整池、雨水幹線、排水機場、河川改修、貯留・浸透施設等を

組み合わせた抜本的な浸水対策を、国事業として実施すること。 

また、国、県及び関係市が参画する協議の場を直ちに設置し、事業主体、整備箇所、施設規模、

工程及び財源を明確にした緊急整備計画を策定すること。 

11 大規模な帰宅困難者への一時滞在・代替輸送体制の強化 

蘇我駅周辺で約 4,000 人、成田国際空港で最大 6,680 人が滞留し、自衛隊による人員輸送を要し

たことを踏まえ、豪雨により鉄道、バス及び道路が同時に途絶する事態を想定した帰宅困難者対策

を抜本的に強化すること。 

国、県、市町村、鉄道・バス・タクシー事業者、空港会社、警察、自衛隊等による広域的な交通

調整の枠組みを構築し、運休・復旧の見通し、利用可能な交通経路、一時滞在施設等の情報を一元

的かつ多言語で発信すること。 

駅、空港及び主要な交通結節点の周辺に、十分な収容力を有する一時滞在施設を確保し、水、食

料、簡易ベッド、トイレ、冷房、充電・通信環境及び要配慮者用スペースを備えること。 

また、民間バス・タクシー等による代替輸送力を迅速に確保するため、災害時における車両・乗

務員の広域的な融通、燃料の確保及び運行費用に対する国の財政支援を制度化するとともに、自衛

隊による輸送を含む実動訓練を実施すること。 
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12 排水・救援資機材の広域備蓄と即応体制 

排水ポンプ車、可搬式ポンプ、発電機、照明車、給水車、トイレカー、冷房機器、簡易ベッド、

パーティション、衛星通信機器等について、首都圏で豪雨災害が同時多発することを前提に、国の

広域配備計画を見直し、拠点備蓄及び即日派遣体制を強化すること。 

また、自治体が民間事業者と平時から締結する車両、重機、災害廃棄物処理、宿泊施設等に関す

る協定について、訓練費、待機費等を含む必要な支援を行うこと。 

 


